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福岡市障がい者地域生活支援拠点等整備事業実施要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平

成 17年法律第 123号）（以下「障害者総合支援法」という。）第 77条第３項及び第４項

に基づき、障がい者の重度化、高齢化や「親なき後」の生活の安心も見据え、障がい者

若しくは障がい児（以下「障がい者等」という。）の地域生活への移行や地域生活の継続

を推進し、障がい者等が住み慣れた地域で安心して暮らせるよう居住支援支援機能の強

化を図ることを目的として福岡市が実施する福岡市障がい者地域生活支援拠点等整備

事業（以下「本事業」という。）の実施について必要な事項を定める。 

 

（定義） 

第２条 この要綱における用語の定義は、障害者総合支援法に基づく法令及び条例の定め

るところによるものとする。 

 

（実施主体） 

第３条 本事業の実施主体は福岡市とする。ただし、実施に当たっては、福岡市内の指定

障害福祉サービス事業者、指定障害者支援施設、指定一般相談支援事業者、指定特定相

談支援事業者、指定障害児通所支援事業者、指定障害児入所施設、指定障害児相談支援

事業者（以下「指定事業者」という。）に本事業の運営を委託して実施できるものとする。 

 

（居住支援機能） 

第４条 本事業において強化を図る居住支援機能は次の各号に掲げるものとする。 

（１） 相談 

    障がい者等やその保護者又は障がい者等の介護を行う者からの生活全般に関する

相談に対応し、必要な情報の提供や助言、障がい福祉サービスの利用支援、障害者

等の権利擁護のために必要な援助を行うとともに、障がい者等の緊急時に 24 時間

対応可能な相談支援を実施する機能。 

（２） 緊急時の受け入れ・対応 

    障がいの特性に起因して生じる緊急の事態などに、短期入所により一時的に受け

入れ、必要な支援を提供するとともに、受け入れ後の地域生活継続に必要なサービ

スの調整などを提供する機能。 

（３） 体験の機会・場の提供 

    障がい者等が親元からの自立や病院・入所施設からの地域移行に当たり、共同生

活援助や日中活動事業所の利用など地域生活を体験する機会やその場を提供する機

能。 

（４） 専門性 

    医療的ケアや強度行動障害など、専門的な支援スキルを必要とする障がい者等の

支援に対応可能な体制を確保するとともに、専門的な支援スキルを有する人材を育

成する機能。 

（５） 地域の体制づくり 

    障がい者等の様々なニーズに対応できるサービス提供体制の確保や指定事業者の

ネットワーク構築など地域の社会資源の連携体制の構築を行う機能。 
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（地域生活支援拠点等） 

第５条 本事業における地域生活支援拠点等とは、前条第１項各号の全ての居住支援機能

を確保した体制とする。 

２ 地域生活支援拠点等は、福岡市内のすべての区に整備する。 

３ 前条第１項各号の居住支援機能のうち、２つ以上の機能を有する指定事業者または１

つ以上の機能を有するとともにその他の障害福祉サービスを提供する指定事業者を多

機能拠点とする。 

４ 地域生活支援拠点等の整備にあたっては、前条の居住支援機能を多機能拠点に極力集

約し、集約できない機能はその機能を担う指定事業者やその他の障がい者等の支援に関

する事業者及び地域住民の団体などとの連携体制を構築して整備（以下「面的整備」と

いう。）する。 

 

（地域生活支援拠点等の機能を担う事業所の認定） 

第６条 次の各号のいずれにも該当する指定事業者を福岡市が地域生活支援拠点等として

位置づける事業所（以下「地域生活支援拠点等事業所」という。）とする。 

（１） 地域生活支援拠点等の機能を担う事業所としての届出書（様式第１号）を、市長

に提出していること。 

（２） 当該指定事業者の運営規程に、地域生活支援拠点等の機能を担う事業所として各

種機能を実施することを規定し、市長に届出していること。 

（３） 地域生活支援拠点等事業所に係る介護給付費等算定に係る体制に関する届出書又

は障害児（通所・入所・相談支援）給付費算定に係る体制に関する届出書を、市長に

提出していること。 

 

（相談機能の確保） 

第７条 相談機能の確保は、福岡市が実施する区障がい者基幹相談支援センター事業にお

いて区障がい者基幹相談支援センター（以下「区基幹センター」という。）の業務を行う

指定事業者が実施する。 

２ 前項のほか、相談機能の確保は、相談機能を担う地域生活支援拠点等事業所が実施す

る。 

 

（緊急時の受け入れ・対応機能の確保） 

第８条 緊急時の受け入れ・対応機能の確保は、福岡市が委託する緊急時受け入れ・対応

業務を行う指定事業者（以下「委託緊急時受け入れ拠点」という。）において、緊急時の

受け入れ・対応を行う居室及び支援者を確保するとともに、受け入れを行う事業所内の

準備や受け入れに係る障がい者等の保護者、介護者、障がい福祉サービス事業者及びそ

の他の障がい者等の支援を行う者（以下「関係者」という。）との調整並びに受け入れ後

の生活支援の調整を行うコーディネーター（以下「緊急対応コーディネーター」という。）

を配置し、常時障がい者等の受け入れが可能な体制を整備する。 

２ 委託緊急時受け入れ拠点における緊急時の受け入れとは、以下のいずれかに該当し、

受け入れを行う日の前々日以降に受け入れ要請があった場合とし、受け入れ期間は原則

１週間とする。 

（１） 障がいの特性に起因して生じる緊急の事態 

（２） 介護者の障がい、疾病等のため障がい者等の支援が見込めない緊急の事態その他
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障がい者等が地域において安心して自立した日常生活又は社会生活を営むことを

困難にする緊急の事態 

３ 委託緊急時受け入れ拠点は、障がい特性に応じた適切な支援を行うため、受け入れ対

象別の類型を次の各号のとおり定め、その類型ごとに市内に１ヵ所以上確保する。 

（１） 主として重度身体障がい者（肢体不自由１・2 級）及び医療的ケアを必要とする

者を受け入れ対象とする緊急時の受け入れ・対応機能を類型Ⅰとする。 

ただし、医療的ケアを必要とする障がい者等は、原則として、たんの吸引、経管

栄養等福祉型短期入所事業所で提供可能な程度の医療的ケアを必要とする障がい者

等を受け入れ対象とする。 

（２） 主として強度行動障がいを有する障がい者等（原則として行動援護の支給決定者）

を受け入れの対象とする緊急時の受け入れ・対応機能を類型Ⅱとする。 

（３） 虐待を受けた障がい者等またはその他の理由により緊急対応を必要とし、類型Ⅰ

及びⅡの受け入れ対象以外の者の緊急時の受け入れ・対応機能を類型Ⅲとする。 

４ 前項２号及び３号は、福岡市内で施設入所支援又は共同生活援助を提供する事業所に

短期入所を併設して実施する。ただし、施設入所支援又は共同生活援助を提供する事業

所に短期入所が併設されていない場合であっても、施設入所支援又は共同生活援助と短

期入所が一体的に提供できると認められる場合はこの限りではない。 

５ 第１項に定めるもののほか、緊急時の受け入れ・対応機能の確保は、緊急時の受け入

れ・対応機能を担う地域生活支援拠点等事業所が実施する。 

 

（体験の機会・場の機能の確保） 

第９条 体験の機会・場の機能の確保は、第４条第１項第５号に規定する地域の体制づく

りにおいて、地域内の指定事業者との連携体制を構築し、日中活動及び共同生活援助の

サービスの提供状況を随時把握するなどにより、体験の機会・場の提供を希望する障が

い者等へ情報提供及び利用調整を行う体制を整備する。 

２ 第８条第１項の緊急時の受け入れ・対応を行う居室を、緊急時の受け入れ・対応に支

障のない範囲で、体験の機会・場として活用する。 

３ 前２項のほか、体験の機会・場の機能の確保は、体験の機会・場の機能を担う地域生

活支援拠点等事業所が実施する。 

 

（専門性の機能の確保） 

第 10 条 専門性の機能の確保は、第８条第１項の委託緊急時受け入れ拠点へ医療的ケア

が必要な者、強度行動障がいを有する者及び虐待その他の緊急事態に対応可能な専門的

な能力を有する人材を配置する。 

２ 市内の１つ以上の指定事業者において専門的な支援能力を有する人材の育成に係る研

修を行う。 

３ 一人の障がい者等に対し複数の指定事業者が同時に支援を行い、支援の個別性が高い

障がい者等の支援方法を伝達する支援（以下「共同支援」という。）を専門的な支援能力

を有する人材育成のための実地研修として実施する。 

４ 前各項のほか、専門性の機能の確保は、専門性の機能を担う地域生活支援拠点等事業

所が実施する。 

 

（地域の体制づくり機能の確保） 

第 11条 地域の体制づくり機能の確保は、区基幹センターが実施する。 
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２ 区基幹センターは、福岡市障がい者等地域生活支援協議会（以下「協議会」という。）

の区部会を中心として、保健・医療、福祉、教育、地域関係者（以下「関係機関」とい

う。）とのネットワークを構築し、地域全体で障がい者等を支援する体制の整備を行う。 

３ 前各項のほか、地域の体制づくり機能の確保は、地域の体制づくり機能を担う地域生

活支援拠点等事業所が実施する。 

 

（地域生活支援拠点等の整備状況の評価） 

第 12 条 地域生活支援拠点等の各区の整備状況について次の各号に掲げる項目について

定期的に評価を行い、福岡市の地域生活支援拠点等の整備及び居住支援機能の強化に努

める。 

（１） 各区の地域生活支援拠点等の面的整備の状況。 

（２） 地域の体制づくりで行う関係機関とのネットワークの緊急時の支援における実効

性。 

（３） 委託緊急時受け入れ拠点の受け入れ要請への対応及び受け入れ・対応状況。 

（４） 地域生活支援拠点等事業所の専門的人材の確保・育成状況。 

２ 前項各号の評価は、福岡市が定期的に地域生活支援拠点等事業所の調査を行うととも

に、協議会及び区部会において評価項目に関する実施状況の報告を行い、地域生活支援

拠点等の充実・強化に必要な課題の抽出を行う。 

 

（事業の委託） 

第 13条 本事業の運営を委託により実施する場合は、公募により受託者を選定する。ただ

し、事業の実施状況が良好な時は、４回を限度に委託契約を更新できるものとする。 

 

（費用の支弁） 

第 14条 市長は、本事業の運営を委託により実施する場合は、運営に係る経費として市が

算定した費用を、受託事業者に対して委託料として支弁するものとする。 

 

（秘密の保持） 

第 15 条 本事業の業務に従事する者は、職務上知り得た利用者に関する秘密を漏らして

はならない。また、その職務を退いた後も同様とする。 

 

（その他） 

第 16 条 この要綱に定めるもののほか、この要綱を実施するに当たり必要な事項につい

ては別に福祉局長が定める。 

 

  附 則 

 （施行期日） 

 この要綱は、平成 29年９月１日から施行する。 

 （施行期日） 

 この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

 （施行期日） 

 この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 


